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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の

設計方針に基づき，津波防護施設のうち１号機取水槽流路縮小工（以下，「流路縮小工」

という。）及びその間接支持構造物である１号機取水槽北側壁が設計用地震力に対して，

主要な構造部材が十分な構造強度を有することを確認するものである。 

流路縮小工及び１号機取水槽北側壁に要求される機能維持の確認は，地震応答解析に基

づく構造部材の健全性評価により行う。 
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2. 位置 

流路縮小工は，１号機取水槽と１号機取水管の境界部に設置し，１号機取水槽北側壁に

間接支持される構造とする。 

流路縮小工及び１号機取水槽北側壁の設置位置図を図 2－1 に，流路縮小工及び１号機

取水槽北側壁の詳細位置図を図 2－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 流路縮小工及び１号機取水槽北側壁の設置位置図 

  

流路縮小工 
１号機取水槽北側壁 １号機取水管 

１号機取水槽 

輪 谷 湾
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平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

縦断図 

 

図 2－2 流路縮小工及び１号機取水槽北側壁の詳細位置図 

  

１号機取水槽北側壁 

流路縮小工 
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3. 流路縮小工の耐震評価 

3.1 構造計画 

流路縮小工は，既設取水管の終端部のフランジ（以下，「取水管（フランジ部）」と

いう。）に，鋼製の縮小板を取付板及び固定ボルトにより固定する構造とする。よって，

流路縮小工は，１号機取水管の管胴部（以下，「取水管（管胴部）」という。），取水

管（フランジ部），縮小板，取付板及び固定ボルトから構成される。なお，１号機の原

子炉補機海水ポンプに必要な海水を取水するため，縮小板に直径   m の開口部を設

ける。 

流路縮小工の構造計画を表 3.1－1 に示す。 
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表 3.1－1 流路縮小工の構造計画 

計画の概要 

構造概略図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

取水管（フ

ランジ部）

に，鋼製の

縮 小 板 を

取 付 板 及

び 固 定 ボ

ル ト に よ

り 固 定 す

る。 

縮小板，取

付 板 及 び

固 定 ボ ル

ト に よ り

構成する。 

組立図（Ａ－Ａ断面） 

 

正面図 

 

取水管（管胴部）

１号機取水槽 １号機取水管

１号機取水槽北側壁

縮小板

外側固定ボルト

内側固定ボルト

取水管（フランジ部）

単位（ｍ）

▼ EL -4.900

取付板

3
.3

5
0

3
.8

5
0

縮小板

外側固定ボルト

内側固定ボルト

吊り金具
3
,8

5
0

A

単位（ｍｍ）
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3.2 評価方針 

流路縮小工の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷

重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3.1 構造計画」に示す流路縮小工の構造を踏ま

え，「3.5 評価対象部位」にて設定する評価部位において，「3.6 固有値解析」で算出し

た固有振動数に基づく設計用地震力により算出した応力等が許容限界内に収まること

を，「3.9 評価方法」に示す方法にて確認する。応力評価の確認結果を「3.10 評価結果」

にて確認する。 

流路縮小工の評価項目を表 3.2－1 に，耐震評価フロ－を図 3.2－1 に示す。 

 

表 3.2－1 流路縮小工の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構 造 強 度

を 有 す る

こと 

構造部材

の健全性 

縮小板 

曲げ軸力，せん断力に対す

る発生応力が許容限界以

下であることを確認 

短期許容応力度 

固定ボルト 

引張力に対する発生応力

が許容限界以下であるこ

とを確認 

短期許容応力度 

取水管 

（フランジ部） 

曲げ軸力，せん断力に対す

る発生応力が許容限界以

下であることを確認 

短期許容応力度 

取水管 

（管胴部） 

曲げ軸力，せん断力に対す

る発生応力が許容限界以

下であることを確認 

短期許容応力度 

 

 

図 3.2－1 耐震評価フロ－  
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3.3 適用規格・基準等 

適用する規格・基準類を以下に示す。また，各項目で適用する規格，基準類を表 3.3

－1 に示す。 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会， 

2005 年）（以下「土木学会マニュアル」という） 

・コンクリ－ト標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，2007 年） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（日本建築学会，2005 年改訂） 

・鋼構造許容応力度設計規準（日本建築学会，2019 年制定） 

・構造力学公式集（土木学会，1986 年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 
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3.4 記号の説明 

流路縮小工の耐震評価に用いる記号を表 3.4－1～5 にそれぞれ示す。 

 

表 3.4－1 流路縮小工の固有振動数の計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 固有振動数 

Ｌ mm はりの長さ 

Ｅ N/mm2 ヤング係数 

I mm4 断面２次モ－メント 

ｍ kg/mm 質量分布 

 

表 3.4－2 流路縮小工の縮小板の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｐ0 kN/mm2 縮小板に作用する単位面積あたりの等分布荷重 

Ｐ kN 縮小板に作用する地震時荷重 

Ａ11 mm2 縮小板の作用面積 

ａ1 mm 縮小板の外半径 

ｂ1 mm 縮小板の内半径 

Ｍｒ1 kN･mm/mm 縮小板に作用する半径方向の曲げモ－メント 

Ｍθ1 kN･mm/mm 縮小板に作用する周方向の曲げモ－メント 

ν － ポアソン比 

ｒ1 mm 縮小板の中心から半径方向の距離 

κ１ － 
係数(＝β1

2{(1－ν)β1
2+(1+ν)(1+4β1

2lnβ1)} 

/{1－ν+(1+ν)β1
2}) 

β１ － 係数(＝b1/a1) 

ρ１ － 係数(＝r1/a1) 

σ1 N/mm2 縮小板に生じる最大曲げ応力度 

Ｚ1 mm3 縮小板の断面係数 

ｔ1 mm 縮小板の板厚 

τ1 N/mm2 縮小板に生じる最大せん断応力度 

Ｓ1 kN 縮小板に作用するせん断力 

Ａ12 mm2 縮小板の有効せん断面積 
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表 3.4－3 流路縮小工の固定ボルトの耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｔ kN/本 内側固定ボルトに作用する引張力 

Ｔ1 kN/本 縮小板に発生する荷重により内側固定ボルトに作用する引張力 

Ｔ2 kN/本 
縮小板に発生する曲げモーメントにより内側固定ボルトに作用

する引張力 

Ｐ kN 内側固定ボルトに作用する地震時荷重 

ｎ 本 内側固定ボルトの本数 

Ｍ kN･mm/mm 縮小板に作用する曲げモーメント合力 

Ｄ1 mm フランジ外径 

ｌ1 mm 支点間距離 

Ｍｒ1 kN･mm/mm 縮小板に作用する半径方向の曲げモ－メント 

Ｍθ1 kN･mm/mm 縮小板に作用する周方向の曲げモ－メント 

Ａ mm2 内側固定ボルト１本の有効断面積 

σb N/mm2 内側固定ボルトに生じる最大応力度 
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表 3.4－4 流路縮小工の取水管（フランジ部）の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｐ ’ kN/mm 取水管(フランジ部)に作用する単位長さあたりの等分布荷重 

Ｐ kN 取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重 

Ｌf mm 取水管（フランジ部）の外周長 

ｂf mm 取水管（フランジ部）の外半径 

Ｍrf kN･mm/mm 取水管(フランジ部)に作用する半径方向の曲げモ－メント 

Ｍθf kN･mm/mm 取水管(フランジ部)に作用する周方向の曲げモ－メント 

ａf mm 取水管（フランジ部）の内半径 

ν － ポアソン比 

κf － 係数(＝βf
2{1+(1+ν)lnβf}/{1-ν+(1+ν)βf

2}) 

βf － 係数(＝bf/af) 

ρf － 係数(＝rf/af) 

ｒf mm 取水管（フランジ部）の中心から半径方向の距離 

σf N/mm2 取水管(フランジ部)に生じる最大曲げ応力度 

Ｚf mm3 取水管（フランジ部）の断面係数 

ｔf mm 取水管（フランジ部）の板厚 

τf N/mm2 取水管(フランジ部)に生じる最大せん断応力度 

Ｓf kN 取水管(フランジ部)に作用するせん断力 

Ａ3 mm2 取水管（フランジ部）付け根の断面積 

Ｄi mm 取水管（フランジ部）の管内径 

ｔp mm 取水管（管胴部）の管厚 

ｌf mm 取水管（フランジ部）付け根の周長 
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表 3.4－5 流路縮小工の取水管（管胴部）の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

σd N/mm2 取水管（管胴部）に生じる最大曲げ応力度 

σdh N/mm2 
取水管（管胴部）に生じる水平方向の地震時荷重により生じ

る曲げ最大応力度 

σdv N/mm2 
取水管（管胴部）に生じる鉛直方向の地震時荷重により生じ

る曲げ最大応力度 

σt N/mm2 
縮小板に作用する地震時荷重により取水管（管胴部）に生じ

る最大引張応力度 

σdf N/mm2 
取水管（フランジ部）に生じる曲げモーメントにより取水管

（フランジ部）に生じる最大曲げ応力度 

Ｍdh kN・mm/mm 
取水管（管胴部）に作用する水平方向の地震時荷重により生

じる曲げモ－メント 

Ｍdv kN・mm/mm 
取水管（管胴部）に作用する鉛直方向の地震時荷重により生

じる曲げモ－メント 

Ｗ1 kN 取水管（管胴部）の自重（管内部の水を含む） 

Ｐ1 kN 取水管（管胴部）に作用する地震時荷重 

Ｌd mm 取水管（管胴部）の張り出し長さ 

Ｐ2 kN 取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重 

Ｌf N 取水管（フランジ部）の外周長 

Ｚd mm4 取水管（管胴部）の断面係数 

ａ1 mm １号機取水管の外径 

ｂ1 mm １号機取水管の内径 

Ｐ3 kN 縮小板に作用する地震時荷重 

Ａ mm2 取水管（管胴部）の作用面積 
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3.5 評価対象部位 

流路縮小工の評価対象部位は，「3.1 構造計画」に設定している構造を踏まえて，地

震に伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，縮小板，固定ボルト，取水管（フラン

ジ部）及び取水管（管胴部）とする。 

評価対象部位を図 3.5－1 に示す。 

 

 

図 3.5－1(1) 評価対象部位（縮小板） 

 

図 3.5－1(2) 評価対象部位 

（固定ボルト，取水管（フランジ部）及び取水管（管胴部））  
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3.6 固有値解析 

3.6.1 固有振動数の計算方法 

(1) 解析モデルの設定 

流路縮小工は，取水管（フランジ部）に，鋼製の縮小板を固定ボルトにより固定

する構造であることから，片持ち梁に単純化したモデルとする。図 3.6.1－1 に解

析モデルを示す。 

 

 

 

 

図 3.6.1－1 流路縮小工の固有値解析モデル 

 

(2) 固有振動数の算出方法 

固有振動数について，「構造力学公式集（土木学会，1986 年）」に基づき以下

の式より算出する。 

f＝
1.87512

𝐿2
√

E ∙ I

m
∙ 103 

ここで，ｆ：固有振動数（Hz） 

Ｌ：はりの長さ（mm） 

Ｅ：ヤング係数（N/mm2） 

Ｉ：断面２次モーメント（mm4） 

ｍ：質量分布（kg/mm） 

 

(3) 固有振動数の計算条件 

固有振動数の計算条件を表 3.6.1－1 に示す。 

 

表 3.6.1－1 固有振動数の計算条件 

はりの長さ 
Ｌ(mm) 

ヤング係数 
Ｅ(N/mm2) 

断面２次モ－メント 
Ｉ(mm4) 

質量分布 
ｍ(kg/mm) 

 2.0×105 7099 3.4569×10－4 

 

(4) 固有振動数の計算結果 

固有振動数の計算結果を表 3.6.1－2 に示す。固有振動数は 20Hz 以上であること

から，流路縮小工は剛構造である。 

 

表 3.6.1－2 固有振動数の計算結果 

固有振動数(Hz) 150.35 
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3.7 荷重及び荷重の組合せ 

3.7.1 荷重の組合せ 

流路縮小工の評価に用いる荷重の組合せを以下に示す。荷重の組合せを表 3.7.1

－1 に，地震時の荷重作用図を図 3.7.1－1 に示す。 

流路縮小工は水中に設置する構造物であるため 

Ｇ＋Ｆh＋Ｓｓ  

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｆh ：静水圧（kN） 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

 

表 3.7.1－1 荷重の組合せ 

種別 荷重 記号 算定方法 

固定 

荷重 
躯体自重 〇 Ｇ 

設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料の

密度を乗じて設定する。 

静水圧 〇 Ｆh 
管路解析より１号機取水口と１号機取水槽との水

位差による静水圧を考慮する。 

基準地震動

Ｓｓによる

地震荷重 

水平地震動 〇 

Ｓｓ 

基準地震動 Ss による躯体の慣性力を考慮する。 

鉛直地震動 〇 

縮小板，固定ボルト及び取水管（フランジ部）は，

主たる荷重が水平方向荷重のため考慮しない。 

取水管（管胴部）は基準地震動 Ss による躯体の慣

性力を考慮する。 

動水圧 〇 
管路解析より１号機取水槽の水位が最大となる水

位での動水圧を考慮する。 

 

図 3.7.1－1 地震時の荷重作用図 

  

静水圧

１号機取水槽での水位 ▽

１号機取水口位置での水位
▽

（南） （北）

慣性力

動水圧
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3.7.2 荷重の設定 

耐震評価に用いる荷重は以下のとおりとする。なお，荷重の設定に用いる水位及

び流速の詳細については，「2.3.1 １号機取水槽流路縮小工に関する補足説明 参

考資料１ １号機取水槽流路縮小工の強度計算に用いる水位及び流速について」に

示す。 

 

（1） 固定荷重(Ｇ) 

固定荷重として，流路縮小工を構成する部材の自重を考慮する。 

 

（2） 静水圧（Ｆ
h
） 

流路縮小工の上下流の水位差を考慮した静水圧を考慮することとし，以下の式に

より算定する。 

𝐹ℎ＝𝛾𝑤 × ∆ℎ × 𝐴 

ここで，Fh：静水圧（kN） 

γw ：海水の単位体積重量（=10.1kN/m3） 

∆h：取水口と取水槽の水位差（m） 

A ：縮小板の面積（m2） 

 

（3） 基準地震動Ｓｓによる地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重として，基準地震動Ｓｓに伴う慣性力を考慮する。地震荷重は流路 

縮小工の重量に設計震度を乗じた次式により算出する。 

Ｓｓ＝Ｗ・ｋ 

ここで，Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

Ｗ ：重量（kN） 

ｋ ：基準地震動Ｓｓの設計震度 

 

「3.6 固有値解析」に示したとおり，流路縮小工の固有振動数は 20Hz 以上であること

を確認したため，流路縮小工の耐震評価に用いる設計震度は，１号機取水槽付近の地盤

物性及び材料物性の不確かさを考慮したものとして，Ⅵ-2-10-2-5「１号機取水槽の地

震応答計算書」の地震応答解析結果から裕度を考慮した震度を用いる。 

耐震評価に用いる設計震度を表 5－3 に示す。 

 

表 3.7.2－1 設計震度 

設置場所 
基準地震動Ｓｓの設計震度 

水平方向 kH 鉛直方向 kV 

１号機取水槽北側壁 1.50 1.50 
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3.8 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏まえて

設定する。 

 

3.8.1 使用材料 

流路縮小工を構成する各部材の使用材料を表 3.8.1－1 に示す。 

 

表 3.8.1－1 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

縮小板 SS400 t＝40(mm)＊ 

固定ボルト SNB7 M30 

取水管（フランジ部） SS400 t＝46(mm) ＊ 

取水管（管胴部） SS400 t＝24(mm) ＊ 

注記＊：「2.3.1 １号機取水槽流路縮小工に関する補足説明 参考資料２ １号機取

水槽流路縮小工における要求機能を喪失しうる事象について」に示すエロージ

ョン摩耗に対する設計・施工上の配慮として，縮小板の余裕厚を 4mm として考

慮し，板厚を 44－4＝40(mm)と設定する。また，取水管（フランジ部）及び取水

管（管胴部）についても，余裕厚を 4mm として考慮し，取水管（フランジ部）

の板厚を 50－4＝46(mm)，取水管（管胴部）の板厚を 28－4＝24(mm)と設定する。 

 

3.8.2 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

流路縮小工を構成する各部材の許容応力度は「鋼構造設計規準－許容応力度設計

法－（日本建築学会，2005 年改訂）」及び「鋼構造許容応力設計規準（日本建築学

会，2019 年制定）」に基づき表 3.8.2－1 の値とする。 

 

表 3.8.2－1 流路縮小工を構成する各部材の許容限界 

評価対象部位 材質 
短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 引張 

縮小板 SS400 235 135 － 

固定ボルト SNB7 － － 560 

取水管（フランジ部） SS400 215 124 － 

取水管（管胴部） SS400 235 135 － 
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3.9 評価方法 

3.9.1 縮小板 

縮小板の管軸方向（水平方向）に対する耐震評価を実施する。外径を固定とす

る有孔円板に等分布荷重が作用するものとして検討する。 

 

(1) 縮小板に作用する単位面積あたりの等分布荷重 

𝑝0＝
𝑃

𝐴11
 

𝐴11＝(𝑎1
2 − 𝑏1

2) × 𝜋 

ここで，p0 ：縮小板に作用する単位面積あたりの等分布荷重（kN/mm2） 

P ：縮小板に作用する地震時荷重（kN） 

A11：作用面積（mm2） 

a1 ：縮小板の外半径（mm） 

b1 ：縮小板の内半径（mm） 

 

(2) 縮小板に作用する曲げモ－メント 

縮小板に作用する曲げモ－メントについて，「構造力学公式集（土木学会，

1986 年）」に基づき以下の式より算出する。 

𝑀𝑟1=
𝑝0𝑎1

2

16
[(1＋ν)(1 − 𝜅1)＋4𝛽1

2 − (3＋ν)𝜌1
2 −

(1 − ν)𝜅1

𝜌1
2 ＋4𝛽1

2(1＋ν) 𝑙𝑛 𝜌1] 

𝑀𝜃1=
𝑝0𝑎1

2

16
[(1＋ν)(1 − 𝜅1)＋4ν𝛽1

2 − (1＋3ν)𝜌1
2 −

(1 − ν)𝜅1

𝜌1
2 ＋4𝛽1

2(1＋ν) ln 𝜌1] 

𝜅1=𝛽1
2

(1－ν)𝛽1
2＋(1＋ν)(1＋4𝛽1

2 ln 𝛽1)

1－ν＋(1＋ν)𝛽1
2

 

𝛽1=
𝑏1

ａ
1

 

𝜌1=
𝑟1

𝑎1
 

ここで，Mr1：縮小板に生じる半径方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm）  

Mθ1：縮小板に生じる周方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm）  

p0 ：縮小板に作用する単位面積あたりの等分布荷重（kN/mm2） 

a1 ：縮小板の外半径（mm）  

b1 ：縮小板の内半径（mm）  

ν   ：ポアソン比  

r1 ：縮小板の中心から半径方向の距離（mm）  

κ1，β1，ρ1：係数  
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(3) 縮小板に作用する最大曲げ応力度 

縮小板に作用する最大曲げ応力度について，「構造力学公式集（土木学会,1986

年）」に基づき，以下の式より算出する。 

 

σ1 =
√Mr1

2 ＋Mθ1
2

Z1
 

Z1 =
t1

2

6
 

ここで，𝜎1 ：縮小板に作用する最大曲げ応力度（kN/mm2） 

𝑀r1：縮小板に生じる半径方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

𝑀θ1：縮小板に生じる周方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

𝑍1 ：縮小板の断面係数（mm2/mm） 

𝑡1 ：縮小板の板厚（mm） 

 

(4) 縮小板に作用する最大せん断応力度 

𝜏1 =
𝑆1

𝐴12
 

𝐴12 = 2 ∙ π ∙ 𝑎1 ∙ 𝑡1 

ここで，τ1：縮小板に生じる最大せん断応力度（kN/mm2） 

S1：縮小板に生じるせん断力（＝P）(kN) 

P：縮小板に作用する地震時荷重（kN） 

A12：縮小板の有効せん断面積（mm2） 

a1：縮小板の外半径（mm） 

t1：縮小板の板厚（mm） 
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3.9.2 固定ボルト 

固定ボルトについては，管軸方向（水平方向）に対する耐震評価を実施する。固

定ボルトには，縮小板に作用する水平力により生じる固定ボルトの引張力に加え，

縮小板端部に作用する曲げモーメントに伴い生じる固定ボルトの引張力を有効断

面積で除することで求めた応力度が許容応力度以下であることを確認する。 

 

(1) 固定ボルトに作用する最大応力度 

T = T1 + T2 

T1 =
P

𝑛
 

T2 = M ∙ π ∙ D1 ∙
1

n ∙ l1
 

M = √Mr1
2 ＋Mθ1

2  

σ𝑏＝
T

A
 

 

ここで，T ：内側固定ボルトに作用する引張力（kN/本） 

T1：縮小板に発生する荷重により内側固定ボルトに作用する 

引張力（kN/本） 

T2 ：縮小板に発生する曲げモーメントにより内側固定ボルトに作用す

る引張力（kN/本） 

P：内側固定ボルトに作用する地震時荷重（kN） 

n：内側固定ボルトの本数（本） 

M：縮小板に生じる曲げモーメント合力（kN・mm/mm） 

D1：フランジ外径（mm） 

l1：支点間距離（mm） 

Mr1：縮小板に生じる半径方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

Mθ1：縮小板に生じる周方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

A：内側固定ボルト１本の有効断面積（mm2） 

σ𝑏 ：内側固定ボルトに生じる最大応力度（kN/mm2） 
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3.9.3 取水管（フランジ部） 

取水管（フランジ部）については，管軸方向（水平方向）荷重に対する耐震評価

を実施する。取水管（フランジ部）は内側固定ボルトを介して荷重が作用するもの

として，内径を固定とする有孔円板として検討する。 

 

(1) 取水管（フランジ部）に作用する単位長さあたりの等分布荷重 

取水管（フランジ部）に作用する単位長さあたりの等分布荷重は，以下の式より

算出する。また，取水管（フランジ部）に作用する単位長さあたりの等分布荷重の

計算に用いる入力値を表 3.9.3－1 に示す。 

P′＝
𝑃

𝐿𝑓
 

Lf＝2π ∙ bf 

ここで，P′：取水管（フランジ部）に作用する単位長さあたりの等分布荷重（kN/mm） 

𝑃：取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重（kN） 

Lf：取水管（フランジ部）の外周長（mm） 

bf：取水管（フランジ部）の外半径（mm） 
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(2) 取水管（フランジ部）に作用する曲げモ－メント 

取水管（フランジ部）に作用する曲げモ－メントについて，「構造力学公式集

（土木学会，1986 年）」に基づき，以下の式より算出する。 

𝑀𝑟𝑓=
𝑃′𝑎𝑓𝛽𝑓

2
[−1 + (1＋ν)𝜅𝑓 + (1 − 𝜈)

𝜅𝑓

𝑝𝑓
2 − (1＋ν) ln 𝜌𝑓] 

𝑀𝜃𝑓＝
𝑃′𝑎𝑓𝛽𝑓

2
[−𝜈 + (1＋ν)𝜅𝑓 − (1 − 𝜈)

𝜅𝑓

𝑝𝑓
2 − (1＋ν) ln 𝜌𝑓] 

𝜅𝑓=𝛽𝑓
2

1＋(1＋ν) 𝑙𝑛 𝛽𝑓

1－ν＋(1＋ν)𝛽𝑓
2

 

𝛽𝑓  =
𝑏𝑓

𝑎𝑓
 

𝜌𝑓 =
𝑟𝑓

𝑎𝑓  
 

ここで，Mrf：取水管（フランジ部）に生じる半径方向の 

曲げモ－メント（kN・mm/m） 

Mθf：取水管（フランジ部）に生じる周方向の 

曲げモ－メント（kN・mm/m） 

P′ ：取水管（フランジ部）に作用する単位長さあたりの 

等分布荷重（kN/mm） 

ν：ポアソン比 

κf，βf，ρf：係数 

af  ：取水管（フランジ部）の内半径（mm）  

bf：取水管（フランジ部）の外半径（mm） 

rf ：取水管（フランジ部）の中心から半径方向の距離（mm） 
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(3) 取水管（フランジ部）に作用する最大曲げ応力度 

取水管（フランジ部）に生じる最大曲げ応力度について，「構造力学公式集

（土木学会，1986 年）」に基づき以下の式より算出する。 

𝜎𝑓＝
√𝑀𝑟𝑓

2 ＋𝑀𝜃𝑓
2

𝑧𝑓
 

𝑍𝑓=
𝑡𝑓

2

6
 

ここで，  σf ：取水管（フランジ部）に生じる最大曲げ応力度（kN/mm2） 

Mrf ：取水管（フランジ部）の半径方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

Mθf：取水管（フランジ部）の周方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

Zf ：取水管（フランジ部）の断面係数（mm3/mm） 

tf ：取水管（フランジ部）の板厚（mm） 

 

(4) 取水管（フランジ部）に生じる最大せん断応力度 

𝜏𝑓=
𝑆𝑓

𝐴3
 

𝐴3 = 𝑡𝑓 ∙ 𝑙𝑓 

𝑙𝑓=π ∙ (𝐷𝑖＋𝑡𝑝) 

ここで，τf ：取水管（フランジ部）に生じる最大せん断応力度（kN/mm2） 

Sf：取水管（フランジ部）に生じるせん断力（＝Ｐ）(kN) 

P：取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重（kN） 

A3：取水管（フランジ部）付け根の断面積（mm2） 

Di：取水管（フランジ部）の管内径（mm） 

tp：取水管（管胴部）の管厚（mm） 

tf：取水管（フランジ部）の板厚（mm） 

lf：取水管（フランジ部）付け根の周長（mm） 
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3.9.4 取水管（管胴部） 

取水管（管胴部）の検討では，取水槽北側壁を固定端とした片持ち梁として，

管軸方向（水平方向）に対する耐震評価を実施する。 

 

(1) 取水管（管胴部）に作用する曲げ応力度 

取水管（管胴部）に生じる曲げ応力度は，以下の式より算出する。 

𝜎𝑑＝√𝜎𝑑ℎ
2 + 𝜎𝑑𝑣

2 + 𝜎𝑡 + 𝜎𝑓 

𝜎𝑑𝑣＝
𝑀𝑑𝑣

𝑍𝑑
 

𝜎𝑑ℎ＝
𝑀𝑑ℎ

𝑍𝑑
 

𝑀𝑑𝑣＝
(𝑊1 + 𝑃1) ∙ 𝐿𝑑

2
+ 𝑃2 ∙ (𝐿𝑑 +

𝐿𝑓

2
) 

𝑀𝑑ℎ＝
𝑃1 ∙ 𝐿𝑑

2
+ 𝑃2 ∙ (𝐿𝑑 +

𝐿𝑓

2
) 

Zd＝
π

32 ∙ a1
∙ (a1

4 − b1
4) 

𝜎𝑡＝
𝑃3

𝐴
 

𝐴＝(a1
2 − b1

2) ×
π

4
 

 

ここで，σd ：取水管（管胴部）に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σ𝑑ℎ ：取水管（管胴部）に生じる水平方向の地震時荷重により生じる曲

げ最大応力度（N/mm2） 

σ𝑑𝑣 ：取水管（管胴部）に生じる鉛直方向の地震時荷重により生じる曲

げ最大応力度（N/mm2） 

σ𝑡 ：縮小板に作用する地震時荷重により取水管（管胴部）に生じる最大

引張応力度（N/mm2） 

σ𝑓 ：取水管（フランジ部）に生じる曲げモーメントにより取水管（フラ

ンジ部）に生じる最大曲げ応力度（N/mm2） 

Mdh：取水管（管胴部）に作用する水平方向の地震時荷重により生じる

曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

Mdv：取水管（管胴部）に作用する鉛直方向の地震時荷重により生じる

曲げモ－メント（kN・mm/mm） 
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W1：取水管（管胴部）の自重（管内部の水を含む）（kN） 

P1：取水管（管胴部）に作用する地震時荷重（kN） 

Ld：取水管（管胴部）の張り出し長さ（mm） 

P2：取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重（kN） 

Lf：取水管（フランジ部）の外周長（mm） 

Zd：取水管（管胴部）の断面係数（mm3） 

a1 ：１号機取水管の外径（mm） 

b1 ：１号機取水管の内径（mm） 

P3：縮小板に作用する地震時荷重（kN） 

A：取水管（管胴部）の作用面積（mm2） 
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(2) 取水管（管胴部）に生じる最大せん断応力度 

取水管（管胴部）に生じる最大せん断応力度は，以下の式より算出する。 

𝜏𝑑＝√𝜏𝑑𝑣
2 + 𝜏𝑑ℎ

2  

𝜏𝑑𝑣＝
Sdv + W1

A5
 

τdh＝
Sdh

A5
 

Sdv＝Sdh＝P 

𝐴5＝
{(

Di
2
＋tp)

2

∙ π − (
Di
2 )

2

∙ π}

2
 

ここで，τd ：取水管（管胴部）に生じる最大せん断応力度（N/mm2） 

Sdv ：取水管（管胴部）に作用する鉛直方向の地震時荷重により生

じるせん断力（kN） 

Sdh ：取水管（管胴部）に作用する水平方向の地震時荷重により生

じるせん断力（kN） 

W1 ：取水管（管胴部）に作用する地震時（kN） 

A5 ：取水管（管胴部）の有効せん断面積（mm2） 

Di ：取水管（管胴部）の管内径（mm） 

tp ：取水管（管胴部）の管厚（mm） 
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3.10 評価条件 

流路縮小工の耐震評価に用いる入力値を表 3.10－1～4 に示す。 

 

表 3.10－1 流路縮小工の縮小板の耐震計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐ kN 縮小板に作用する地震時荷重 1,420 

ａ1 mm 縮小板の外半径 1,925 

ｂ1 mm 縮小板の内半径  

ｒ1 mm 縮小板の中心から半径方向の距離 1,925 

ν － ポアソン比 0.3 

ｔ1 mm 縮小板の板厚 40 

 

表 3.10－2 流路縮小工の固定ボルトの耐震計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｄ1 mm フランジ外径 3,850 

ｌ1 mm 支点間距離 0.111 

Ｍr1 kN・mm/mm 縮小板に生じる半径方向の曲げモ－メント 40.07 

Ｍθ1 kN・mm/mm 縮小板に生じる周方向の曲げモ－メント 12.02 

Ｐ kN 内側固定ボルトに作用する地震時荷重 1,420 

ｎ 本 内側固定ボルトの本数 40 

Ａ mm2 内側固定ボルト１本の有効断面積 561 

 

表 3.10－3 流路縮小工の取水管（フランジ部）の耐震計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐ kN 取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重 1,452 

bf mm 取水管（フランジ部）の外半径 1,853 

ν － ポアソン比 0.3 

ａf mm 取水管（フランジ部）の内半径 1,675 

ｂf mm 取水管（フランジ部）の外半径 1,853 

ｒf mm 
取水管（フランジ部）の中心から半径方向の

距離 
1,675 

tf mm 取水管（フランジ部）の板厚 46 

Ｓ
f
 kN 取水管（フランジ部）に生じるせん断力 1,452 

Ｄ
i
 mm 取水管（フランジ部）の管内径 3,350 

𝑡p mm 取水管（管胴部）の管厚 24 
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表 3.10－4 流路縮小工の取水管（管胴部）の耐震計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｗ1 kN 
取水管（管胴部）の自重（管内部の水を含

む） 
9 

Ｐ1 kN 取水管（管胴部）に作用する地震時荷重 352 

Ｌd mm 取水管（管胴部）の張り出し長さ 450 

Ｐ2 kN 取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重 70 

Ｐ3 kN 縮小板に作用する地震時荷重（kN） 1,420 

ａ1 mm １号機取水管の外径 3,398 

ｂ1 mm １号機取水管の内径 3,350 

Di mm 取水管（管胴部）の管内径 3,350 

tp mm 取水管（管胴部）の管厚 24 
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3.11 評価結果 

流路縮小工の耐震評価結果を表 3.11－1 に示す。各部材の断面照査を行った結果，す

べての部材において応力度が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 3.11－1 流路縮小工の耐震評価結果 

評価対象部位 発生値（応力度） 許容応力度 照査値 

縮小板 
曲げ 157 N/mm2 235 N/mm2 0.67 

せん断 3 N/mm2 135 N/mm2 0.03 

固定ボルト 引張 267 N/mm2 560 N/mm2 0.48 

取水管 

（フランジ部） 

曲げ 72 N/mm2 215 N/mm2 0.34 

せん断 3 N/mm2 124 N/mm2 0.03 

取水管 

（管胴部） 

曲げ 205 N/mm2 235 N/mm2 0.90 

せん断 5 N/mm2 135 N/mm2 0.04 
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4. １号機取水槽北側壁の耐震評価 

4.1 構造及び補強の概要 

取水槽北側壁は，１号機取水槽流路縮小工を間接支持する間接支持構造物であり，

十分な支持性能を有するＣＭ級以上の岩盤に支持された鉄筋コンクリート造の地中構造

物である。１号機取水槽の平面図を図 4－1 に，断面図を図 4－2 に，概略配筋図を図

4－3 に示す。 

１号機取水槽は，地下２階構造となっており，上部は除じん機エリア，海水ポンプ

エリア，ストレーナエリアの３エリアに分かれている。下部は水路となっており，除

じん機エリアの下部は６連のボックスカルバート構造，海水ポンプエリアの下部は３

連のボックスカルバート構造となっている。 

1 号機取水槽の北側壁は，流路縮小工の間接支持構造物である。北側壁及び流路縮

小工の位置図を図 4－4 に示す。 

1 号機取水槽の耐震性を確保するために耐震補強を実施する。せん断破壊に対する

補強として，後施工せん断補強工法（ポストヘッドバー工法）（以下「PHb 工法」と

いう。）によるせん断補強を実施する。取水槽北側壁の補強箇所を図 4－5 に示す。 

なお，１号機取水槽ピット部については下部に閉塞版を設置したのちに，コンクリ

ート充填を行う。 

 

 

図 4－1 １号機取水槽 平面図  
（単位:mm） 
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図 4－2 １号機取水槽 断面図(Ａ－Ａ断面)  

 

 

図 4－3 1 号機取水槽概略配筋図(北側壁)  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 4－4 １号機取水槽流路縮小工及び北側壁の範囲 

 

 

 

図 4－5 PHb 工法適用箇所(北側壁)  

（単位:mm） 

：PHb 工法：D19＠400×300，SD345 
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4.2 評価方針 

取水槽北側壁は，１号機取水槽流路縮小工の間接支持構造物である。 

取水槽北側壁の耐震評価フローを図 4－6 に示す。 

取水槽北側壁は，Ⅵ-2-10-2-5「1 号機取水槽の地震応答計算書」より得られた地震

応答解析の結果に基づき，津波防護施設の間接支持構造物として，表 4－1 に示すとお

り，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を

有すること及び津波防護施設を支持する機能を損なわないことを確認する。 

構造部材の健全性評価については，Ⅵ-2-10-2-5「1 号機取水槽の地震応答計算書」

より得られた地震応答解析の結果に基づき，曲げ・軸力系の破壊に対しては構造部材

の照査用層間変形角が許容限界を下回ることを確認する。せん断破壊に対しては照査

用せん断力が許容限界を下回ることを確認する。 

なお，せん断破壊に対する補強として PHb 工法を用いる場合には，構造部材に対し

て PHb 工法の適用条件を満たしていることを確認し，PHb 工法を採用する。 

基礎地盤の支持性能評価については，Ⅵ-2-10-2-5「1 号機取水槽の地震応答計算

書」より得られた地震応答解析の結果に基づき，基礎地盤に発生する接地圧が許容限

界を下回ることを確認する。 
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図 4－6 1 号機取水槽 耐震評価フロー 

  

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

許容限界の設定 

構造部材の応答値算定 

構造部材の健全性評価 

評価終了 

1 号機取水槽流路縮小工への 

応答加速度 

接地圧の算定 

基礎地盤の支持性能評価 

Ⅵ-2-10-2-5 １号機取水槽の地震応答計算書 
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表 4－1 取水槽北側壁 評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有す

ること 

構造部材の

健全性 

鉄筋コンク

リート部材 

照査用層間変

形角及びせん

断力が許容限

界を下回るこ

とを確認 

曲げ・軸力 
限 界 層 間 変

形角＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する接地

圧が許容限界

を下回ること

を確認 

岩盤の極限支持力度 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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4.3 評価対象断面 

１号機取水槽北側壁の評価対象断面位置図を図 4－7 に示す。構造物の耐震設計にお

ける評価対象断面は，図 4－7 のＡ－Ａ断面とする。 

評価対象地質断面図を図 4－8 に示す。 

 

 

 

図 4－7 １号機取水槽 評価対象断面位置図 

  

（単位:mm） 
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図 4－8 １号機取水槽 評価対象地質断面図（Ａ－Ａ断面） 
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4.4 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 4－2，材料の物性値を表 4－3 に示す。 

 

表 4－2 使用材料 

材料 仕様 

構造物 
コンクリート 設計基準強度 20.6N/mm2 

鉄筋 SD345 

ＭＭＲ 設計基準強度 18.0N/mm2 

 

表 4－3 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 

（鉄筋コンクリート

構造物） 

2.33×104 24.0＊1 
0.2 

ＭＭＲ 2.20×104 22.6＊2 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 
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4.5 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

4.5.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

(1) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，土木学会マニュアル 2005

に基づき，限界層間変形角（層間変形角 1/100））とする。 

土木学会マニュアル 2005 では，曲げ・軸力系の破壊に対する限界状態は，コン

クリートの圧縮縁のかぶりが剥落しないこととされており，層間変形角 1/100 又

は圧縮縁コンクリートひずみ 1.0％の状態は，かぶりコンクリートが剥落する前の

状態であることが，屋外重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験及び数

値シミュレーション等の結果より確認されている。この状態を限界値とすること

で構造全体としての安定性が確保できるとして設定されたものである。 

１号機取水槽北側壁の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 取水槽北側壁の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

要求機能 許容限界 

構造強度を有すること 限界層間変形角 1/100 

 

(2) せん断破壊に対する許容限界 

構造部材のせん断破壊に対する許容限界は，PHb 工法を用いる構造部材につい

て，PHb によりせん断補強された部材のせん断耐力式を用いる。 
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 PHb によりせん断補強された部材のせん断耐力式 

１号機取水槽北側壁において後施工せん断補強（ポストヘッドバー（PHb））を

配置した構造部材のせん断耐力については，「建設技術審査証明報告書 技術名称 

後施工プレート定着型せん断補強鉄筋「Post－Head－bar」，一般財団法人土木研

究センタ一」（以下「建設技術証明書」という。）に示されている以下の設計式

により求める。 

 

Vpyd=Vcd+Vsd+Vphb 

Vphb=βaw∙Vawd=βaw{Aaw fawyd(sin αaw+ cos αaw) Saw⁄ }Ｚ∕γb 

βaw=1-Iy/ {2∙(d-d`)}  ただし， βaw≤0.9  

 

ここで， 

・V𝑐𝑑 ：せん断補強鋼材を用いない RC 部材の単位長さ当たりのせん断耐力 

・V𝑠𝑑 ：既存のせん断補強鋼材により受け持たれる壁部材の単位幅当たり 

・ のせん断耐力 

・Vphb ：PHb により受け持たれる RC 部材の単位長さ当たりのせん断耐力 

・V𝑎𝑤𝑑 ：PHb を通常のスターラップと見なして求められる単位長さ当たりの 

・ せん断耐力 

・βaw ：PHb のせん断耐力の向上への有効性を示す係数 

・A𝑎𝑤 ：単位長さ当たりの区間Sawにおける PHb の総断面積 

・f𝑎𝑤𝑦𝑑 ：PHb の設計降伏強度で 400N/mm2以下とする。 

・αaw ：PHb が部材軸となす角度 

・S𝑎𝑤 ：PHb の配置間隔 

・𝑧 ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で一般に 

 d∕1.15としてよい。 

・𝛾b ：部材係数（一般に 1.10 としてよい） 

・I𝑦 ：PHb の埋込側に必要な定着長 

・d-d' ：補強対象部材の圧縮鉄筋と引張鉄筋の間隔（d-d'≧I𝑦） 
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PHb が負担するせん断耐力は，先端型定着体の定着長が 3.5D～5.5D であること

から，通常のせん断鉄筋に比べ補強効率が低下する。PHb が負担するせん断耐力は

同定着長と補強対象部材の主鉄筋間隔から算出される有効率βａｗを通常のせん断

補強鉄筋の負担分に乗じることにより考慮されている。図 4－9 に有効率算定にお

ける概念図を示す。 

 

 

図 4－9 ポストヘッドバー（PHb）の有効率算定の概念図 
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4.5.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

(1) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 4－5 に示す。 

 

表 4－5 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級 9.8 
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4.6 評価方法 

１号機取水槽北側壁の耐震評価は，地震応答解析により算定した照査用応答値が，

「4.5 許容限界」に示す許容限界以下であることを確認する。 

なお，解析ケース④及び⑤の結果については，追而とする。 

 

4.6.1 構造部材の健全性評価 

構造部材の曲げ・軸力系及びせん断破壊に対する照査に対して，地震応答解析

により算定した照査用層間変形角及び照査用せん断力が許容限界以下であること

を確認する。 

曲げ・軸力系の破壊に対して照査値が最大となる地震動及び解析ケースでの層

間変形角の時刻歴波形を図 4－10 に，せん断破壊に対する照査値最大時の断面力

図を図 4－11 に示す。 

 

 

図 4－10 曲げ・軸力系の破壊に対する照査における層間変形角の時刻歴波形 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－－））  

MAX 78.3×10⁻⁶ (8.93s)
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数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN） 
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軸力分布図（＋：引張，－：圧縮）
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(d)断面力分布図図化範囲 

図 4－11 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース③，Ｓｓ－Ｄ（－－）） 
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4.6.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価においては基礎地盤に発生する接地圧が許容限界以下

であることを確認する。 
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5. 耐震評価結果 

5.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 5－1 に，せん断破壊に対す

る各評価位置での最大照査値を表 5－2 に示す。 

１号機取水槽北側壁の照査用層間変形角及び照査用せん断力が許容限界以下である

ことを確認した。 

 

表 5－1 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

照査用 

層間変形角 

Rd
＊ 

限界 

層間変形角 

Ru 

照査値 

Rd/Ru 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
9.40×10-5 1.0×10-2 0.01 

注記＊：照査用層間変形角Ｒ
ｄ
＝最大層間変形角Ｒ×構造解析係数γａ(＝1.2) 

 

表 5－2 せん断破壊に対する最大照査値（北側壁） 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

せん断力＊2 

Ｖｄ(kN) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

北側壁 １ ③ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
514 730 0.71 

注記＊1：評価位置は図 5－1 に示す。 

＊2：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ(＝1.05) 
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（平面図） 

 

（断面図） 

図 5－1 評価位置 

 

（単位:mm） 
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5.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 5－3 に示す。 

 

表 5－3 基礎地盤の支持性能に対する照査結果 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
1.77 9.8 0.19 

 

 




